
プロジェクトNo． １ ペーパーレス会議室の設置 

期待される効果 施設内にペーパーレス会議室を一室設置し、ホワイトボード等の設置が

難しい所属においても適宜ペーパーレス会議が行える環境を整える。 

会議室には紙媒体を持ち込まず、配布資料をパソコン上で確認できるよ

うにデジタル化することで、資料の印刷・コピーにかかる時間とコストが

削減できる。 

また、併せて Zoom や LoGo チャット等の会話ツールを使用すること

で、職員同士がリアルタイムに遠隔でやりとりできるようになり、コロナ

禍においては在宅勤務の職員も会議に参加できるようになる。 

実施要領 会議室の備品として、スクリーン、プロジェクター、ホワイトボード

などを設置する。 

【ペーパーレス会議】 

LoGo チャット使用の場合 

① グループノートに会議内容と資料を事前掲示しておく。

② 参加者は各自パソコン等を持ち寄り、画面上で LoGo チャットを表示

しながら会議を行う。

デスクネッツ使用の場合 

① スケジュールに会議内容、参加者、会議資料を登録。

② 会議当日に SmartViewer を使用する。

【留意事項】 

庁内全体で現状会議室が不足している状況であるため、既存の会議室が少

なくなる場合には、不平不満が出る恐れがある。 

使用方法はデスクネッツの電子

キャビネット→経営戦略課→デ

ジタル推進係→共有文書→新グ

ループウェア「デスクネッツ」内

にマニュアル在り 

令和４年度以降にペーパーレスの実施を検討する項目
資料３
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プロジェクトNo． ２ 市民向け配布物の電子化 

期待される効果 ・情報をオンライン化することで、情報の編集性が高まり、更新された最

新の情報を常に発信・受信することができる。 

・発信者（行政）は、印刷するリーフレット等の枚数を削減でき、作成に

係る予算や紙の廃棄数を削減することができる。 

・受信者（市民等）自身の電子端末でリーフレットや必要なウェブサイト

等を閲覧できることで利便性が向上し、紙で保管する必要が無くなる。 

実施要領 【実施概要】 

 市で作成するリーフレット等は基本的に全てオンライン上にも掲載

するようルール付けをする。ウェブサイトではリーフレット等の他、伝

えたい情報を追加で掲載する。 

リーフレットは“この情報を詳しく知りたい”と興味を惹く役割を、

ウェブサイトは“このページを見れば詳細が分かる”と発信したい情報

を伝える役割を担うツールと位置付けて情報発信を行う。 

リーフレット 

もっと詳細を知りたい！ 

ウェブサイト 

スマホで最新の情報を入手！ 
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【実施の手順】 

１．各課で作成しているリーフレット等をデータ（PDF等）で納品され、

または保存するように手配する。 

２．市のホームページに作成したリーフレット等をアップロードし、詳細

な情報と共にオンライン上で閲覧できるようにする。 

３．アップロードしたウェブページにアクセスするためのＱＲコードを作

成する。ＱＲコード作成サイトで簡単に作成することができます。 

４．パンフレットラックや窓口で紙媒体のリーフレット等を配置する際

に、ＱＲコード付きのアクセス案内を併置し、詳細な情報が知りたい

方や紙媒体が必要でない方向けにデータにて情報を提供する。 

【留意事項】 

・紙媒体と電子媒体のそれぞれの役割を意識した広報物を作成する必要が

ある。 

・リーフレットのターゲット層のメディアリテラシーに合わせて紙媒体の

作成数を検討し、廃棄するパンフレットが減らせるよう検討する必要が

ある。 

実施にあたっての課題 ・来庁者が情報収集しやすいよう、全庁的にオンラインへの誘導方法を統

一しておく必要がある。 

・ホームページ上の情報が常に最新の情報となるようこれまで以上に留意

する必要がある。 

配置イメージ 
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プロジェクトNo． ３ 議会へＰＣ等を持ち込むことによる議会関連資料の電子化 

期待される効果 本会議および委員会への PCやタブレット端末の持ち込みを可能とする

ことで、次のような効果が期待できます。 

■ゼロカーボンシティ宣言の実現に向け、市と市議会が連携した取組で

ある。 

■製本配付していた議案書等を電子配信とすることで、ペーパーレス化

と製本等に係るコストが削減できる。 

■PC 等を持ち込むことにより、必要な情報がすぐに閲覧・確認するこ

とができる。（委員会等において、課長補佐以下の説明員が速やかに資

料を検索することを想定しています。） 

■手持ち資料印刷に係る、紙代、印刷代、人件費の削減 

■資料の修正や差し替えが容易にできる 

■ペーパーレス会議の拡大促進 

 

実施要領 手順１ 

草津市議会会議規則の改正 

（執行部側も PC 等情報系端末の持込を可とする） 

 

手順２ 

 Side Books クラウド本棚等のアプリを活用し、議案資料等必要な資料

を各課から PDF 化し、クラウド上にアップロードする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施にあたっての課題 〇草津市市議会会議規則の改定には、議会の議決が必要となる。 

〇複数の資料を同時に見比べる事ができない事や、質問に関するメモを取

る必要があることからも、完全なペーパーレスは難しい。PC 等の電子

端末と紙の併用という運用体系が望ましいと思われる。 

〇クラウドやアプリの費用負担に係る整理が必要。 

 

4



プロジェクトNo． ４ 各課フォルダの仕分け・整理 

現状 全庁的にフォルダの整理方法が統一できていないことで、各課が独自に
整理・仕分けを行っていることから、データの所在を把握するのに時間を
要し、本来の業務にも支障をきたしている。 

期待される効果 ・全庁的なルールの統一により、欲しいデータが探しやすくなる 

・異動直後でもデータの所在についてある程度推測できるため、スムーズ

に通常業務に取り組むことができる。 

・誰もが必要なデータの所在を即座に把握できるようになる。職員間で 

「〇〇の書類・データの場所を口頭で教えて！」はOK 

「〇〇の書類・データを印刷して！」は原則禁止 

という取組も併せて実施できれば、より効果的にペーパーレスの取組を

推進できる。 

実施要領 【フォルダの仕分け・整理方法の全庁的な統一】 
①フォルダ「〇〇○課」の直下には、各係のフォルダおよび係共通のフォ
ルダのみを置くこととする。 

②係共通フォルダ内は「予算関係」「庶務関係」「調査・回答・報告関係」
のフォルダに分け、直下にフォルダ以外のデータを置くことを禁止す
る。

③各係内は「予算の事業毎のフォルダ」「調査・回答・報告関係のフォルダ」
「通年で使用頻度の高い事務に関するフォルダ」のみを置くこととし、
それ以外の事務に関するものはそれ以外フォルダ等に事務毎にまとめ
て入れておき、共通フォルダ同様に直下にフォルダ以外のデータを置く
ことを禁止する。

④保存年限に合わせてデータも削除することを徹底し、削除し難い場合で
も別の外付け媒体等に移すことを徹底することで、データの絶対量を減
らす。

⑤文書（紙媒体）の所在も分かりやすくするために、【電子データ】と【文
書フォルダ】の整理・仕分け区分を統一する。

【留意事項】 

・本提案は、全庁的に実施する前に一定の課を対象に先行実施し、モニタ

リングの中で見えてきた課題や改善案等を踏まえて、全庁的な取り組み

へと広げていくことが効果的である。 

実施にあたっての課題 政策的な部署であれば、統一的なルールでの整理は可能と思われるが、

窓口課等では予算科目毎にフォルダを整理するメリットが薄く、「予算科

目」という括りではない方法での仕分け方法を検討する必要がある。 
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プロジェクトNo． 5 議案・予算資料の電子化 

期待される効果 審査段階が複数あり、修正等の多い議案・予算審査に使用する資料を電

子化することで、ペーパーレス化が図れる。 

実施要領 手順１ 

審査担当課は、原部原課から提出される資料は、基本的に全て電子媒体

で提出することとする。 

手順２ 

 審査資料については、電子媒体で作成し、課長審査、部長審査等の段階

で使用する資料についても、プロジェクターや大型モニター、個別タブレ

ット、SmartViewer 等の活用を前提として、電子データとする。 

手順３ 

 最終的に、審査が終了した資料についてのみ、紙媒体で出力し、製本や

手持ち資料として活用する。出力の際も、２in１印刷や４in１印刷を活用

する。 

 （最終的には、議会対応や外部会議等の場においても、電子端末の持ち

込みを可とし、紙媒体で出力しないことが望ましい。） 

【留意事項】 

 修正や差し替えが多いので、電子データのファイルの題名に通し番号を

付す、また、時点を明記することが必須である。 

 各審査段階において、審査する側が書き込み等をスムーズに行えるよう

に、電子ノート機能の導入の検討が必要。 
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プロジェクトNo． ６ 会計課指示書の電子化 

期待される効果 指示書を電子化し、データで管理することで、全庁的な紙の使用量を削

減できる。 

また、データで管理することにより、進捗状況や調書の所在管理が容易

となり、各課における不備の数や傾向がわかる。 

現在、会計審査センターの職員が指示書ごとに手書きで不備内容を記載

しており、データで管理することで事務負担の軽減にもつながる。 

実施要領 手順１ 

会計審査センターが LoGo チャットで調書不備の連絡を行い、調書を担

当課へ返戻する。LoGo チャットはあくまで簡易な連絡のみとし、管理用

エクセルにて不備の内容詳細や提出期日、補足コメント等を入力する。 

手順２ 

 担当課は LoGo チャットおよび管理用のエクセルにて調書の不備内容

を確認。修正を行い、管理用のエクセルに提出日等を入力したうえで、会

計審査センターへ調書を提出する。 

手順３ 

 会計審査センターにて調書を受け取り、管理用エクセルに受取日を入力

する。 

【留意事項】 

各課や係ごとにトークルームを作成する。 

定期的に連絡が来ていないか確認を行う。 

実施にあたっての課

題 

（会計課より）データでの管理とすることは可能であるが、担当課での

不備の周知や改善を目的として、所属長の確認印欄を設けている。（規則等

で定めがあるものではない）担当者のみで完結せず、今後同じような不備

が起きないような取り組みが必要とのこと。 

➨Logo チャットで代用可能と想定 

また、会計審査センターとの調整が必須。LoGo チャットのアカウント

も必要。会計審査センターとしては、運営会社に確認が必要となるが、業

務負担の軽減が見込まれるのであれば、対応は可能とのこと。 
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（参考） 

【 調 書 不 備 連 絡 票 】№１ 

下記、指摘事項について至急確認して下さい。不備連絡票は調書にクリップ止めの上 

下記期限迄に１階会計審査センター前の「不備調書返戻ＢＯＸ」まで必ず返戻して下さい。 

なお、期限迄に返戻出来ないときは、支払希望日のご変更を検討下さい。 

返却期限： 月 日 （１２時まで ・ １６時 ・ その他（ ））迄 

伝票番号①： －   伝票番号②： － 伝票番号③： － 

指摘事項 

【支出命令書（兼命令書）】 

□ ① 支払先不備 （請求日・支払先住所・支払先氏名・代表者肩書・金融機関名・支店名・預金種別・口座名義人・ 

・口座名義人姓名スペースなし・口座名義略語未使用・口座番号・請求書内で支払先情報の記載なし・その他） 

※請求書内に支払先情報の記載がない場合は、振込先情報確認書を添付するか 99 のコードを使用して下さい。 
□ ② 支払日誤り （曜日相違、訂正印漏れ・訂正印誤り、その他） 

□ ③ 支払方法誤り（納付書払⇒定振へ、その他） 

□ ④ 調書種別誤り（⇒一般へ・⇒物品へ・⇒工事へ・⇒委託へ 訂正） 

□ ⑤ 支出区分誤り（⇒資金前渡へ・⇒概算払へ・⇒前金（工事）へ・⇒通常へ 訂正） 

□ ⑥ 押印欄不備  （決裁印漏れ・起案者印漏れ・印影不鮮明・修正テープ(液)使用・その他） 

□ ⑦ 起票日不備  （回議書決裁日の過去日で起票・その他） 

□ ⑧ 契約方法不備（単契⇒単契以外へ修正・単契以外⇒単契へ修正・単価契約書の事前提出無し・指定外物品購入・その他） 

※指定外物品購入した場合は理由書を要します。調書の一番後ろに糊付けして提出して下さい。 
□ ⑨ 支出科目疑義（     ⇒     ではないですか？再度ご確認をお願いいたします。） 

□ ⑩ 請求書添付不備（糊付け位置不良・クリップ止め・ホチキス止め・その他） 

□ ⑪ 請求書内容不備（請求日未記載・締切日/締日の請求日不可・宛先相違・代表者印漏れ・代表者名なし・住所なし・金額誤り 

・命令書金額と不一致・品名不明鉛筆未補記・支払期限日超え処理漏れ・その他） 

□ ⑫ 訂正処理不備（訂正処理漏れ・修正テープ(液)使用・二重線不良・訂正印無し・その他） 

□ ⑬ 受付印不備  （印漏れ・印影不鮮明・日付誤り・その他） 

□ ⑭ 検査日から受付日迄２か月経過・請求日から受付日迄１か月経過・受付日から支払日迄３０日経過 

※上記に該当するため理由書を要します。調書の一番後ろに糊付けして提出して下さい。 
□ ⑮ 検査不備    （記入誤り・担当印漏れ・検査漏れ・検査日誤り・検査調書添付漏れ・検査調書記載内容不備・その他） 

□ ⑯ 添付書類不備（支払に係る明細資料・支出内訳書・回議書(写し)・契約書(写)/請書(写)添付漏れ ・納付書添付漏れ・その他） 

□ ⑰ 件名欄不備  （誤植・請求書と不一致・○月分未記入・「他」未記入/不要・請求番号記載漏れ/誤り・その他）  

□ ⑲ 備考欄不備  ⑴ その他  ⑵ 「EB 伝送・原課通知」記載漏れ

⑶ 源泉徴収職員課合議漏れ（職員課担当印なし・源泉有無未表記・料率表記なし・甲乙資料未添付）

⑷ みなし規定あり（額の確定）未記入 ※負担金補助及び交付金で作成された支出命令書

⑸ 食糧費  （催し名、開催日、出席者名、出席人数記入漏れ・来客用賄い未記入）※添付資料代替可 

⑹ 研修  （研修名、開催日時、参加者名等記載漏れ） 

□ ⑱ 旅費入力不備（出張命令簿記載誤り・その他） 

※旅行命令簿（原本）を訂正後は、再度その写しを取り命令書に再添付して下さい。 
【支出負担行為書】 

□ ⑲ 添付なし □ ⑳ 日付相関不備(請求日・命令書作成日・検査日・負担行為書作成日) □ ㉑ 決裁印/起案者印漏れ 

□ ㉒ 合議先決裁漏れ □ ㉓ 支払先欄情報相違 □ ㉔ 支出経過書添付なし □ ㉕ 支出経過書記載誤り/漏れ □ ㉖ その他

【会計審査センター不備連絡補足コメント】 

（※財務会計事務の手引きＰ 参照）

【所属担当者メッセージ欄（任意）】 
問い合せ先：会計審査センター 内線２７０２ 

 

（注）↑課長補佐、あるいは係長、担当者の押印必須。押印のないものの返戻は受付けません。 

審査センター 

確認印 

確

認

欄 

所属名 所属長確認印 係長確認印 担当者確認印 
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プロジェクトNo． 7 ペーパーレス評価制度 

期待される効果 毎年度最もペーパーレスを達成した所属に対して、プロジェクター、電

子メモ、タブレット等のペーパーレスに関係する備品を贈呈するか、また

は当該金額分の備品購入費の予算をつけることで、所属単位でのペーパー

レスを促進することができる。また、人事評価において、ペーパーレス評

価の項目を設け、ペーパーレスへの個人の取組みを評価することで、個人

のペーパーレスを促進することができる。 

実施要領 手順１ 

複合機にプリントアウトだけでなく、コピーの際に個人でログインする

設定を行う。人事評価時に業務改善に関する項目とは別にペーパーレス評

価の項目を設ける。経営戦略課の予算に景品用の予算をつける。 

手順２ 

（個人向け） 

SmartViewer を活用したペーパーレス会議等、日々の業務の中でペー

パーレスの取組みを進める。 

（管理職向け） 

資料作成を指示する場合には、作成前に方向性を明確に指示するととも

に作成途中においても適宜、完成形のイメージを共有することで手戻りを

減らす。 

手順３ 

 毎月の所属単位の使用枚数、個人単位の使用枚数を集計し、途中経過を

公表する。 

手順４ 

 年度末の時点で、当該年度の結果を集計し、最もペーパーレスを実現し

た所属および個人を表彰する。評価の基準は、削減率、使用枚数、使用料、

ペーパーレスの取組みのアイデア等をポイント制にする。また、人事評価

の際にペーパーレスの目標達成について評価する。 

【留意事項】 

 ペーパーレスを通じて業務改善を行うという視点も忘れないように取

り組む。 
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プロジェクトNo． 8 ２ｉｎ１パソコンの拡大 

期待される効果 （2in1 パソコン） 

・持ち運びしやすい PCになりペーパーレス会議の促進につながる 

・対面説明時などにタブレットモードでの利用が便利 

・電子ペンの利用により、電子データへの手書きが可能 

（セカンドディスプレイ） 

・作業画面と分けて資料を表示できるのでペーパーレスにつながる 

・小規模の会議などで、画面共有に便利 

・基幹システムPC につなぐ 

実施要領 手順１ 

 配布される情報系端末を 2in1 パソコン（および追加ディスプレイ）に

切り替えていく。 

手順２ 

 SmartViewer の活用等、2in1 パソコンの機能や便利な使い方を周知す

る。 

手順３ 

 手書き対応のソフトウェアの追加等、更なるペーパーレスに向けたツー

ルを導入する。 

【留意事項】 

 利用拡大にあたっては、端末ごとにできることに差がつかないよう、配

布される端末に付与される機能の統一性が求められる。 

２ｉｎ１パソコン 

ノート PC とタブレットの２つの

機能を１台にしたパソコンのこと 
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プロジェクトNo． 
９ 

個人印刷・コピーの廃止 

※業務マニュアル等の個人手持ち資料の印刷廃止 

期待される効果  業務マニュアル等の資料について、所属のネットワークフォルダー内で

の資料共有を徹底し、各職員が手持ちで保有を廃止することで、全庁的に

紙の使用量を削減することができる。 

また、業務のマニュアル化が進むことで業務ノウハウの継承がスムーズ

にでき、質の高い市民サービスの提供につながる。 

さらに、職員の手持ち資料が減ることで、執務スペースの拡大や収納ス

ペースが少ない安価な事務机を導入することができる。 

実施要領 ステップ１ 

１ 所属のネットワークフォルダー内に正しい業務マニュアルが保存され

ているか確認。 

２ フォルダー内に散在している業務マニュアルを、所属直下のわかりや

すいフォルダーに整理。 

３ 業務マニュアル等の共有資料のアップデートルールを全庁的に統一。 

  ※人事異動の際、スムーズな業務習得を可能とするため。 

ステップ２ 

４ 各職員が保有する手持ち資料の一斉廃棄。 

５ 執務室における個人所有物の保管ルールを統一。 

ステップ３ 

６ 安全衛生委員会による職場巡視のように、（仮称）フロア管理者による 

年 2回程度の定期的な点検により、全庁ルールが守られているか確認。 

※概ね 3 年程度実施し、定着すれば所属長等による点検、確認に移行

する。 

ステップ４ 

７ 現在配置している事務机の 

仕様を見直し、引き出し等 

がない現行よりも安価な 

事務机に順次切り替え。 

【留意事項】 

ステップ１、２は、期限を決めて、全庁一斉に実施する。 

※「当課は〇〇だからできない」と言わせない。所管副部長級のマネジメ

ントのもと、どうしたらできるのかを各所属で考え、実現可能なロード

マップを提示させる。 

※紙のみの資料は、可能な限りデータ化に努めることとするが、困難な場

合は、スキャンしPDFデータでの保存とする。 

実施にあたっての課題 所属長や係長が率先して実践することで、ペーパーレス化の意識醸成、

定着を図る必要がある。 
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プロジェクトNo． １0 回覧・立案方法の改正 

現状 文書の収受事務は、多くの所属で会計年度任用職員が担っており、重要度にかかわらず、 

①書面での受付→②文書処理カードを付けて課長へ→③課長指示事項を記載し係長へ→

④係長指示事項を記載し係員へ→⑤係員回覧後担当へ

としている。 

 また、文書の処理の案および文書の起案は、次の場合を除いて回議書で立案しなければ

ならないとしている。 

①軽易な事件であって、文書の余白や文書処理カードで処理できるもの

②定例のもので一定の帳票で処理できるもの

③別に処理の形式に関して規定があるもの

このように、文書の処理はすべて①書面での受付「紙」から始まっており、紙使用量の削

減が進んでいない。また、紙を回付する処理方法のため、職員が多い所属では、文書の回付

に時間を要している。 

改正案 【回覧方法の改正】 

草津市文書規程では、次のように規定している。 

（１）文書取扱い責任者（係長）の指揮を受け、文書取扱い主任（会計年度を含む係員）

は、収受処理をしたすべての文書（定例または軽易なもので文書収発簿への登録を

省略したものを含む。）は、文書取扱い責任者（係長）へ回付する。 

（２）文書取扱い責任者（係長）は、定例または軽易と認められる文書は担当係長へ、他

の文書は課長へ回付する。 

上記のことから、文書の回付・回覧方法を次のとおりとする。 

共通：所属に到着したすべての文書（メールを含む）は係長が確認する。 

①定例または軽易な文書は印刷を禁止とする。

係長は、デスクネッツ等を活用し、必要な指示等を付して文書を直接係員に回付する。 

係員は、係長の指示により文書を処理し、処理の結果を係長に報告する。

※デスクネッツ等へのアップロードは係員でも OK！！

②上記①以外の文書は、文書取扱い主任（会計年度含む係員）に指示し、従来どおり、

収受処理をして課長から回付する。

ペーパーレス化の観点から、課長および係長は、書面にて回付する必要がないものは

印刷を行わず、デスクネッツ等を活用するよう努めるものとする。

なお、電子決裁システムを導入した場合は、②の処理をすべて電子化することを基本

とする。

「定例または軽易な文書」とは、会議等の出席者報告や数字や係数の報告、メール問い合

わせなど保存年限が 1 年以下のものを指し、計画や方針、議案、予算執行、行政処分に関

すること、市民への文書（事務連絡や手紙は除く）は含めない。 

なお、「定例または軽易な文書」であるかは、総務課において具体例の蓄積を行い、各所

属は具体例に照らして確認するものとする。 

【立案方法の改正】 

草津市文書規程では、次のように規定している。 

配付文書の処理の案および文書の起案は、回議書を用いて立案しなければならない。た

だし、次の各号に該当する場合は、この限りでない。 

(1) 軽易な事件であつて、配付文書の余白に立案を記入処理できるものまたは文書処理

カードで処理できるもの 

(2) 定例のもので一定の帳票で処理できるもの 

(3) 別に処理の形式に関して規定があるもの 

回覧方法の改正に伴って、立案方法を次のとおりとする。 

「定例または軽易な文書は印刷を禁止」とすることから、「配付文書の余白に立案を記入

処理」ができない。そのため「別に処理形式に関して規定があるもの」として、回覧方法の

改正①の立案は、デスクネッツ等により処理し、係長で処理が完了する仕組みとする。 

なお、課長から回付する文書の処理や決裁が必要ものの立案は、従来どおり回議書での

処理とし、電子決裁システムを導入した場合は、すべて電子化することを基本とする。 
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期待される効果  文書の処理は、草津市文書規程に基づき、すべての収受文書を係長から

の回付とする。また、定例または軽易なものの処理は、紙での事務処理を

廃止し、デスクネッツ等を活用したペーパーレスな事務処理とし、係長⇔

係員で処理が完了するようにする。 

 このことで、紙の使用量が削減できるとともに、係長を起点とした事務

処理により、事務の効率化と迅速化が図れる。 

実施要領 従来 

改正後 

【留意事項】 

・本提案を全庁一斉に実施する。そのために、電子決裁システム稼働に向

けたロードマップの一部として、実施時期や実施方法を職員に提示する。 

・従来から、係長はすべての回付文書の確認と指示事項の記載等を行って

おり、この改正によって、書面からデータになるだけなので、係長の事務

増にはならない。 

実施にあたっての課題 これまでの回覧・立案の方法は、多くの職員に回付・合議することで、複

数職員によるチェック機能を果たしていたが、改正によりチェック機能が

弱まる恐れがある。一方で、従来の方法は、責任の所在が不明確になった

り処理担当者の責任意識の低下を招いていた面もある。 

この改正により、従来と同等のチェック機能を有し、担当者の責任意識の

向上が図れる仕組みを意識しなければいけない。 

本来は「決裁」が

不要と思われる報

告等の文書が、回

議書により立案

し、課長等が決裁

をしていた。 

立案 

係長 

回付 回覧 

受付担当 

回付 

回付 

収受処理 担当 

係員 

課長 

係長 

担当 

係員 

課長 

印刷 

指示 

報告 

立案 係長 

回付 回覧 

受付担当 

回付 

回付 

収受処理 
担当 

係員 

課長 

係長 

担当 

係員 

課長 

確認 

指示 

回議書での立案 

計画や方針、議

案、予算執行、行

政処分に関するこ

と、市民への文書

（事務連絡や手紙

は除く） 

定例、軽易なものは 係長指示⇔係員報告で完了 
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その他ペーパーレス等

に有効な取組 

・印刷、コピーの方法を変える。例えば、一回の印刷枚数を制限する。決

裁起案のルール化（どのような書類が必要なのか、どのような書類を添

付するのか、参考資料の枚数制限、両面、複数枚の場合 2in1 のみ等） 

・庁内に照会文書を発信する側が、報告・回答が必要な課を指定する。 

課長 or 係長によっては、照会すべてについて報告・回答の指示を出す方

がおられ、明らかに自らの所属に関係のない照会へも回答する必要があ

り負担増となる。 

あらかじめ照会文を発信する側が回答課を指定できれば、関係ない所属

では報告・回答の指示そのものができなくなり、課員の負担減となる。 

・デスクネッツ等のツール活用は、職員個々のスキルと経験が関係してい

る。（仮称）デジタル推進チームを設置し、デスクネッツ等のツール活用

方法を発信するとともに、ツール活用が進んでいない所属に対し、実務

で利用可能な手法の導入フォローを実施する。 

・備品借用や所属管理の会議室予約、会議への出席依頼など、所属間の依

頼文書を廃止し、ワークフローによる申請や LoGo チャットでの依頼に

変更する。庁内所属間での文書書面のやり取りを直ちに廃止する。 
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回覧・立案方法の改正

「回覧・レポート」機能を活用した業務方法
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メールにて会議出席者の報告依頼 ⇒「回覧・レポート」機能で指示事項を付して回付。同時に係員へ回覧

■対象のメールを選択し、「その他の機能」から「回覧・レポート」を起動

■標題を入力して通知先を選択
■締め切りを入力
■担当、指示事項を付し、切り取ったインフォメーションの画面を貼り付け

※表題と添付ファイルは自動で複
写されます

■通知先を選択
※あらかじめ通知先を登録
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メールにて会議出席者の報告依頼 ⇒「回覧・レポート」機能で指示事項を付して回付。同時に係員へ回覧

■担当者と指示事項を付して回付

※登録後にコメント登録で担当と指示事項を
記載する方法も有り(*^^*)
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インフォメーションでの照会文書 ⇒「回覧・レポート」機能で指示事項を付して回付。同時に係員へ回覧

「Windowsロゴキー+Shift+S」でインフォメーション画面を切り取り
18



■回覧・レポート機能を起動
■標題を入力して通知先を選択
■締め切りを入力
■担当、指示事項を付し、切り取ったインフォメーションの
画面を貼り付け

指示を受けた担当は、コメント欄で処理結果を報告し、完了

インフォメーションでの照会文書 ⇒「回覧・レポート」機能で指示事項を付して回付。同時に係員へ回覧
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回覧・立案方法の改正

「ワークフロー」機能を活用した立案
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ワークフローを活用した立案方法（保存年限が1年以下のもので課内で決裁が完了するもの）

■申請書の作成をクリック
■「申請書」に起案にかかる標題を入力
■「内容の編集」から、起案文等を入力
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ワークフローを活用した立案方法（保存年限が1年以下のもので課内で決裁が完了するもの）

■申請経路を選択
※あらかじめ通知先を登録

すべて入力出来たら作成内容の確認
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